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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期
第２四半期
累計期間

第43期

会計期間
自平成23年11月１日
至平成24年４月30日

自平成23年５月１日
至平成23年10月31日

売上高（千円） 5,434,208 4,325,454

経常利益（千円） 1,520,099 892,554

四半期（当期）純利益（千円） 874,958 522,429

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
― ―

資本金（千円） 847,400　 847,400

発行済株式総数（千株） 5,488 5,488

純資産額（千円） 8,233,625 7,601,472

総資産額（千円） 10,248,129 9,062,355

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
165.03 97.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ―

１株当たり配当額（円） ― 30.00

自己資本比率（％） 80.3 83.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,475,007 716,426

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△802,806 △190,119

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△245,742 △266,505

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
2,780,339 2,353,881

　

回次
第44期
第２四半期
会計期間

会計期間
自平成24年２月１日
至平成24年４月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
104.88

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の

　　　　　　推移については記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

　　しておりません。

５．第43期は、決算期変更により平成23年５月１日から平成23年10月31日までの６ヶ月間の変則決算

　　となっているため、第２四半期報告書は作成しておりません。このため、第43期の第２四半期累

　　計期間の記載を省略しております。　

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の概要

　当社は前事業年度より決算期を４月30日から10月31日に変更しております。これに伴い、当第２四半期累計期間

（平成23年11月１日から平成24年４月30日）に対応する前年同四半期累計期間との業績の状況の比較は記載して

おりません。　

　当第２四半期累計期間（平成23年11月１日から平成24年４月30日)におけるわが国経済は、復興需要の顕在化に伴

い設備投資や個人消費は緩やかな持ち直しの兆しが見られました。しかしながら、欧州金融危機、円高の長期化、原

油などの資材価格の高騰、国内の電力供給問題など、企業を取り巻く環境は依然として先行き不透明な状況で推移

しました。

　医療業界におきましては、平成24年度診療報酬と介護報酬の改定が実施されました。前回に引き続きプラス改定で

ありましたが、病院・病床機能の分化、地域連携の強化や在宅医療の充実等を通じて、医療機関は効率的で質の高い

医療の提供を求められております。

　当社は、医療の効率化や品質向上、地域連携に不可欠な統合系医療情報システムである電子カルテシステムの開発

・販売を中心に事業を展開し、東西のエリア担当が各地域へのきめ細かい営業活動を効率的にかつ積極的に行い、

受注を獲得してまいりました。

　市場における有力企業数社の競争は激しさを増しているものの、当社は、企業努力を続け、着実に利益の向上と顧

客満足度の向上に努めてまいりました。第２四半期累計期間に計画していた案件がほぼ順調に稼働した結果を受け

まして、売上高は5,434百万円、利益面におきましては営業利益1,515百万円、経常利益1,520百万円、四半期純利益

874百万円となりました。なお、セグメントの業績につきましては、当社は、医療情報システム事業の単一セグメント

であるため、セグメント別の記載を省略しております。 

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

　当第２四半期会計期間末の総資産につきましては、前事業年度末と比較して1,185百万円増加し、10,248百万円

となりました。主な要因は、現金及び預金1,426百万円の増加、投資有価証券194百万円の減少、及びたな卸資産26

百万円減少によるものであります。

（負債）

　当第２四半期会計期間末の負債につきましては、前事業年度末と比較して553百万円増加し、2,014百万円となり

ました。主な要因は、仕入債務344百万円の増加、及び前受金187百万円の増加によるものであります。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末の純資産につきましては、前事業年度末と比較して632百万円増加し、8,233百万円とな

りました。主な要因は、自己株式86百万円の増加、四半期純利益874百万円及び第43期利益剰余金の配当金160百万

円によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ426百

万円増加し、2,780百万円となりました。

  当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、1,475百万円となりました。これは主に、税引前四半期純利益1,519百万円、売上

債権増加額154百万円、仕入債務増加額344百万円、前受金増加額187百万円、法人税等の支払額460百万円によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、802百万円となりました。これは主に、定期預金の払戻による収入1,100百万円、

定期預金の預入による支出2,100百万円、及び投資有価証券の償還による収入200百万円によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、245百万円となりました。これは主に、配当金の支払額159百万円、及び自己株式

取得による支出86百万円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

　当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、221百万円であります。

　なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,952,000

計 21,952,000

　②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月８日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,488,000 5,488,000

大阪証券取引所

JASDAQ

 （スタンダード）　

単元株式数

100株　

計 5,488,000 5,488,000 － －

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成24年２月１日
～平成24年４月30日 

―　 5,488,000 ―　 847,400 ―　 1,010,800
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(6)【大株主の状況】

　 平成24年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

宮崎　勝 京都市北区
2,451,300　　　　

　　　　　
44.67

メロン　バンク　エヌエー　ト
リーテイー　クライアント　オ
ムニバス
（常任代理人
　株式会社三菱東京ＵＦJ銀行）
　

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSBURGH,
PENNSYLVANIA 
（東京都千代田区丸の内2丁目7－1
　決済事業部）

　

250,000 4.56

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　メ
ロン　アズ　エージェント　ビーエヌ
ワイエム　エイエス　イーエイ　ダッ
チ　ペンション　オムニバス　140016
（常任代理人
　株式会社みずほコーポレート
　銀行決済営業部）
　

THE BANK OF NEW YORK MELLON ONE WALL
STREET NEW YORK,NY 10286 U.S.A. 
（東京都中央区月島4丁目16-13）

　

179,300 3.27

津野　紀代志 大阪府吹田市 150,000 2.73

ゴールドマン・サックス・アンド
・カンパニーレギュラーアカウン
ト
（常任代理人
　ゴールドマン・サックス証券
　株式会社）

　

200 WEST STREET NEW YORK,NY,USA
（東京都港区六本木6丁目10番1号
　六本木ヒルズ森タワー）

　

131,795 2.40

クレディ・スイス・セキュリ
ティーズ（ヨーロッパ）リミテッ
ド　ピービー　セック　イント　　　　ノ
ン　ティーアール　クライアント　
（常任代理人
　クレディ・スイス証券株式会　
　社）
　

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ 
（東京都港区六本木1丁目6番1号
　泉ガーデンタワー）

　

119,800 2.18

ゴールドマンサックスインターナ
ショナル
（常任代理人
　ゴールドマン・サックス証券
　株式会社）
　

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, UK

（東京都港区六本木6丁目10番1号
　六本木ヒルズ森タワー）

　

　

98,455 1.79

THE SFP VALUE REALIZATION
MASTER FUND LIMITED
（常任代理人
　シティバンク銀行株式会社）

　

P.O. BOX 309, UGLAND HOUSE, GRAND
CAYMAN,CAYMAN ISLANDS, KY 1-1104
（東京都品川区東品川2丁目3番14号）

　

89,300 1.63

上野　千恵美 大阪市北区 84,700 1.54

CBHK-THE SFP VALUE REALIZATION
MASTER FUND LTD
（常任代理人
　シティバンク銀行株式会社）

10/F, TWO HARBOURFRONT, 22 TAK FUNG
ST., KOWLOON, HONG KONG.
（東京都品川区東品川2丁目3番14号）

　

70,700 1.29

計 － 3,625,350 66.06

（注）１．上記のほか、自己株式が201,186株あります。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    201,100 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,285,800 52,858 ―

単元未満株式 普通株式　　　1,100 ― ―

発行済株式総数 　　  5,488,000 ― ―

総株主の議決権 ― 52,858 ―

　

②【自己株式等】

 平成24年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社 ソフトウェア・

サービス
大阪市淀川区 201,100 ― 201,100 3.66

計 ― 201,100 ― 201,100 3.66

　　

　

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間末までにおいて、役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度は、決算期変更により平成23年５月１日から平成23年10月31日までの６ヶ月間となっているため、

第２四半期報告書は作成しておりません。したがって、前事業年度の対応する四半期累計期間に係る事項の記載を省

略しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年２月１日から平成24年

４月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年11月１日から平成24年４月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社では、子会社（１社）の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業

集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しい

ため、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項に

より、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年10月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,453,881 4,880,339

受取手形及び売掛金 1,186,640 1,341,168

商品 166,258 114,180

仕掛品 144,897 170,290

その他 197,960 100,561

貸倒引当金 △7,232 △7,389

流動資産合計 5,142,406 6,599,151

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※
 1,216,239

※
 1,168,912

構築物（純額） 18,412 17,558

工具、器具及び備品（純額） 86,047 86,558

土地 1,629,652 1,629,652

建設仮勘定 483,000 483,000

有形固定資産合計 3,433,352 3,385,681

無形固定資産 8,435 6,925

投資その他の資産

投資有価証券 291,801 97,450

関係会社株式 20,000 20,000

その他 166,358 138,919

投資その他の資産合計 478,159 256,370

固定資産合計 3,919,948 3,648,977

資産合計 9,062,355 10,248,129

負債の部

流動負債

買掛金 384,945 729,630

未払法人税等 477,852 578,445

前受金 153,745 341,418

その他 444,338 365,009

流動負債合計 1,460,882 2,014,503

負債合計 1,460,882 2,014,503

純資産の部

株主資本

資本金 847,400 847,400

資本剰余金 1,010,800 1,010,800

利益剰余金 5,899,488 6,614,342

自己株式 △162,180 △248,460

株主資本合計 7,595,508 8,224,081

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,964 9,543

評価・換算差額等合計 5,964 9,543

純資産合計 7,601,472 8,233,625

負債純資産合計 9,062,355 10,248,129
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成23年11月１日
　至　平成24年４月30日)

売上高 5,434,208

売上原価 3,532,595

売上総利益 1,901,613

販売費及び一般管理費 ※
 386,453

営業利益 1,515,159

営業外収益

受取利息 2,091

受取配当金 26

投資有価証券評価益 870

その他 2,214

営業外収益合計 5,202

営業外費用

その他 262

営業外費用合計 262

経常利益 1,520,099

特別損失

固定資産除却損 288

特別損失合計 288

税引前四半期純利益 1,519,810

法人税、住民税及び事業税 565,878

法人税等調整額 78,973

法人税等合計 644,852

四半期純利益 874,958
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成23年11月１日
　至　平成24年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,519,810

減価償却費 64,737

貸倒引当金の増減額（△は減少） 157

受取利息及び受取配当金 △2,118

投資有価証券評価損益（△は益） △870

固定資産除却損 288

売上債権の増減額（△は増加） △154,528

たな卸資産の増減額（△は増加） 26,685

仕入債務の増減額（△は減少） 344,684

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,599

前受金の増減額（△は減少） 187,672

その他の流動負債の増減額（△は減少） △102,199

その他 45,484

小計 1,933,405

利息及び配当金の受取額 1,931

法人税等の支払額 △460,329

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,475,007

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の償還による収入 200,000

有形固定資産の取得による支出 △2,806

定期預金の預入による支出 △2,100,000

定期預金の払戻による収入 1,100,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △802,806

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △86,280

配当金の支払額 △159,461

財務活動によるキャッシュ・フロー △245,742

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 426,458

現金及び現金同等物の期首残高 2,353,881

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,780,339
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【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年11月１日
至　平成24年４月30日）

（法人税率の変更等による影響）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復

興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の40.6％から、平成24年11月１日に開始する事業年度から平成26年11月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年11月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につ

いては35.6％となります。なお、この税率変更による影響は軽微であります。　

　　

　 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年10月31日）

当第２四半期会計期間
（平成24年４月30日）

※　 有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記

帳累計額は、建物9,806千円であります。

※　 　　　　　　　　　同左

（四半期損益計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年11月１日
至　平成24年４月30日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

業 務 委 託 費 21,267千円

役　員　報　酬 27,600 

従 業 員 給 与 150,469 

旅 費 交 通 費 32,595 

減 価 償 却 費 9,395 

租　税　公　課 41,146 

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年11月１日
至　平成24年４月30日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成24年４月30日現在）

現金及び預金勘定 4,880,339千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

　

△2,100,000　千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,780,339千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期累計期間（自平成23年11月１日　至平成24年４月30日）

(1)　配当金支払額　

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年１月26日
定時株主総会

普通株式 160,104 30 平成23年10月31日平成24年１月27日利益剰余金

  

(2)　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となる

もの

　該当事項はありません。

　

(3)　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　当社は、平成23年12月20日開催の取締役会決議により、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式86,250千円を取得し、また単元未満株式の買取りにより、

自己株式30千円を取得しております。

　　　この結果、当第２四半期会計期間末において、自己株式は248,460千円となっております。　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自平成23年11月１日　至平成24年４月30日）

　　　当社は、医療情報システム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

　　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期累計期間
（自　平成23年11月１日
至　平成24年４月30日）

１株当たり四半期純利益金額 165円03銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 874,958

普通株主に帰属しない金額（千円） －　

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 874,958

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,301

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。　　　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。 
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 独　立　監　査　人　の　四　半　期　レ　ビ　ュ　ー　報　告　書　  

 平成24年６月５日

株式会社ソフトウェア・サービス

 　　取　締　役　会　御　中
   

  　 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

　   

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 　公認会計士 木村　文彦　　印　　　　　　　

  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 　公認会計士 藤井　睦裕　　印

  

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソフト

ウェア・サービスの平成23年11月１日から平成24年10月31日までの第44期事業年度の第２四半期会計期間（平成24年２

月１日から平成24年４月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年11月１日から平成24年４月30日まで）に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

　　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソフトウェア・サービスの平成24年４月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　　上

　

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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